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衛生学公衆衛生学講座 講義

感染症

2011年4月18日

衛生学公衆衛生学講座

塚原 照臣

感染症：講義内容

A．感染症の予防と流行状況

①感染症の最近の動向

②感染症法の制定

③感染症法の対象となる感染症

B．予防対策

①感染症成立の要因

②予防接種

③検疫

①感染症の最近の動向

・・・・感染症法感染症法感染症法感染症法

「「「「感染症感染症感染症感染症のののの予防及予防及予防及予防及びびびび感染症感染症感染症感染症のののの患者患者患者患者にににに対対対対するするするする
医療医療医療医療にににに関関関関するするするする法律法律法律法律」」」」

（1）感染症法の制定の背景

（２）感染症法のポイント

（２）感染症法のポイント

1)対策の基本的考え方

2)事前対応型行政の構築

3)感染症類型と医療体制の構築

4)届出基準

5)患者等の人権に配慮した入院手続きの整備

6)まん延防止措置

7)病原体等の管理体制の確立

8)動物由来感染症対策の充実

9)国際協力の推進

感染症発生動向調査(サーベイランス)
感染症に関する情報の収集・分析を行い、地域に

おける感染症の流行状況を把握し、予防に役立てる。

感染症の分類
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感染症類型 性格 主な対応・措置 医療体制 医療費負担

新感染症

人から人に伝染すると認められる疾
病であって、既知の感染症と症状等
が明らかに異なり、その伝染力及び
罹患した場合の重篤度から判断した
危険性が極めて高い感染症

●当初：都道府県知事が厚生
労働大臣の助言を得て個別に
応急する(緊急時は大臣が知
事に指示) ●政令で症状
等の要件指定をした後に1類
感染症と同様の扱いをする感
染症

特定感染症指定医療機関
（国が指定、全国に数カ所）

全額公費(医療
保険適用なし）

1類感染症
感染力、罹患した場合の重篤性等に
基づく総合的な観点からみた危険性
が極めて高い感染症

●原則入院 ●
消毒等の対物措置(例外的に、
建物への措置、通行制限等の
措置も適用対象とする)

第1種感染症指定医療機関
(都道府県知事が指定、各
都道府県に１カ所)

医療保険適用、
残額は公費負
担(入院につい
て）

2類感染症
感染力、罹患した場合の重篤性等に
基づく総合的な観点からみた危険性
が高い感染症

●状況に応じて入院
●消毒等の対物措置 第2種感染症指定医療機関

(都道府県知事が指定、各
二次医療圏に１カ所)

医療保険適用、
残額は公費負
担(入院につい
て）

3類感染症

感染力、罹患した場合の重篤性等に
基づく総合的な観点からみた危険性
が高くないが、特定の職業への就業
によって感染症の集団発生を起こし
得る感染症

●特定職種への就業制限●
消毒等の対物処置

一般の医療機関
医療保険適用
(自己負担あり)

4類感染症

人から人への感染はほとんどないが、
動物、飲食物等の物件を会して人に
感染するため、動物や物件の消毒、
廃棄などの措置が必要となる感染症

●動物の措置を含む消毒等
の対物措置

一般の医療機関
医療保険適用
(自己負担あり)

5類感染症

国が感染症発生動向調査を行い、
その結果等に基づいて必要な情報
を一般国民や医療関係者に提供・公
開してゆくことによって、発生・拡大を
防止すべき感染症

●感染症発生状況の収集、分
析とその結果の公開、提供

一般の医療機関
医療保険適用
(自己負担あり)

指定感染症

既知の感染症の中で1～3類に分類
されない感染症において1～3類に準
じた対応の必要性が生じた感染症。
1年間限定。

●1～3類に準じた入院対応や
消毒等の対物措置を実施(適
用規定は政令で規定)

新興感染症、再興感染症

・・・・ 新興感染症新興感染症新興感染症新興感染症

「かつては知られていなかった、この20年間に新しく認

識された感染症で、局地的に、あるいは国際的に公衆
衛生上の問題となる感染症」 （1990年WHOの定義）

・ 再興感染症再興感染症再興感染症再興感染症

「既知の感染症で、既に公衆衛生上の問題とならない
程度までに患者が減少していた感染症のうち、この20

年間に再び流行しはじめ、患者数が増加したもの」
（1990年WHOの定義）

結核結核結核結核

・グラム陽性桿菌

・死亡順位第1位 昭和10年～昭和25年

・集団感染や院内感染

・多剤耐性菌の出現

・患者の高齢化

・地域偏在

・ＡＩＤＳの合併症

国民衛生の動向p142 表8

国民衛生の動向p142 表9 国民衛生の動向p142 表10
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国民衛生の動向p142 表11、12

国民衛生の動向p143

国民衛生の動向p144

①感染成立の要因
・感染成立の三大因子

感染源感染源感染源感染源(病因因子病因因子病因因子病因因子)、、、、 感染経路感染経路感染経路感染経路(環境因子環境因子環境因子環境因子)、、、、 感受性感受性感受性感受性(宿主因子宿主因子宿主因子宿主因子) 

・感染成立には３つすべてが必要。

・1つでも成立しなければ感染は成立しない。

感染源感染源感染源感染源 感染経路感染経路感染経路感染経路 感受性感受性感受性感受性

早期発見
入院・隔離
休校・休業
就業禁止

消毒
駆除

汚染食品廃棄
休校・休業

予防接種
流行予測

感染症法
検疫法

学校保健法

感染症法
食品衛生法

感染症法
予防接種法

因子因子因子因子

対策対策対策対策

法令法令法令法令
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②予防接種

・予防接種の効用

予防接種により獲得した免疫

→流行の防止

→患者発生や死亡者の減少

感染症対策上、重要な役割を果たしてきた

→一方で接種意義の忘却も

・国民全体の免疫水準の維持

接種機会の確保

接種の奨励

社会として一定の接
種率を確保

予防接種

・予防接種法「伝染のおそれのある疾病の発症及びまん
延を予防するため、予防接種を行い、公衆衛生の向上及
び増進に寄与するとともに、予防接種による健康被害の
迅速な救済を図ること」を目的とする。

・被接種者の責務

「受けなければならない」（義務規定）から

「受けるよう努めなければならない」（努力義務）へ

・勧奨接種：国民は受けるように努めなければならない。

・任意接種：医療行為として実施される。

・定期の予防接種の実施責任者は市町村長。

・予防接種の不適当者、要注意者。

定期の予防接種の対象疾病

・一類疾病

集団予防目的に比重を置いた疾病

ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、

麻疹、風疹、日本脳炎、結核

・二類疾病

個人予防目的に比重を置いた疾病

被接種者に予防接種を受ける努力義務が課
せられていない。各自の判断。

インフルエンザ

図説 国民衛生の動向p69 国民衛生の動向p151



5

国民衛生の動向p151

③検疫

・検疫法 第1条 目的

「この法律は、国内に常駐しない感染症の
病原体が船舶又は航空機を介して国内に侵
入することを防止するとともに、船舶又は航
空機に関してその他の感染症の予防に必要
な措置を講ずることを目的とする」

Quarantine：検疫

40日港外に停留させていた

検疫法

• 入港の禁止（第4条） 検疫後に入港

・診察および検査（第13条）

質問紙配布、必要に応じて診察

貨物の病原体有無の検査

・隔離（第15条） 患者の入院委託

・都道府県知事との連携（第26条の３）

病原体を保有していることが明らかになった場合、都
道府県知事に通知しなければならない。

検疫所の配置

検疫所は海外から検疫感染症が船舶、航空機を介
して国内に侵入することを防ぐため、全国の主要な
海港・空港において、人や貨物に対して検疫業務
を行っている。

図説 国民衛生の動向p67

検疫所の業務
1)人の検疫

2)貨物の検疫

3)港湾衛生業務

4)海外感染症情報の収集と提供

5)申請業務：申請に応じて実施

検疫感染症

1)エボラ出血熱

2)クリミア･コンゴ出血熱

3)ペスト

4)マールブルグ病

5)ラッサ熱

6)南米出血熱・・・H19年4月

7)痘そう

8)マラリア

9)デング熱

10)新型インフルエンザ等感染症

11)鳥インフルエンザ（H5N1）・・・H20年5月


